
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法制審議会 

商法（船荷証券等関係）部会 

第９回会議 議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  令和５年４月１２日（水）自 午後１時３１分 

                    至 午後３時１９分 

 

第２ 場 所  法務省大会議室 

 

第３ 議 題  倉荷証券に関する規定等の見直しについて 

 

第４ 議 事  （次のとおり） 
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議        事 

○藤田部会長 予定した時刻になりましたので、法制審議会商法船荷証券等関係部会、第９

回会議を開会いたします。 

  本日は御多忙の中、御出席いただきまして誠にありがとうございます。 

  本日は衣斐幹事、小出幹事、後藤幹事、松井幹事が御欠席と伺っております。上田委員、

金子委員、北澤委員、洲崎委員、松井委員、山口委員、久保田幹事、笹岡幹事、竹林幹事、

新谷幹事はウェブで参加されると伺っております。 

  また、委員等が交代し、新たに横山委員、久保田幹事及び渡邉浩司幹事が就任されまし

たので、報告させていただきます。 

  それでは、本日出席されている横山委員、久保田幹事及び渡邉幹事には簡単な自己紹介

をお願いいたします。その場でお名前と御所属の御紹介をお願いいたします。 

（委員等の自己紹介につき省略） 

○藤田部会長 どうぞよろしくお願いいたします。 

  それでは、開始いたします。まず、前回に引き続き、本日はウェブ会議の方法を併用し

て議事を進めたいと思いますので、ウェブ会議に関する注意事項を事務当局から御説明を

お願いいたします。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。前回の部会と同様のお願いとなりますが、念のため改めて

御案内をさせていただきたいと存じます。 

  まず、ウェブ会議を通じて参加されている皆様につきましては、御発言される際を除き、

マイク機能をオフにしていただきますよう御協力をお願い申し上げます。御質問がある場

合や審議において御発言される場合は、画面に表示されている手を挙げる機能をお使いく

ださい。 

  なお、会議室での御参加、ウェブ会議での御参加を問わず、御発言の際はお名前をおっ

しゃってから御発言されるようお願いいたします。ウェブ会議の方法で出席されている方

にはこちらの会議室の様子が伝わりにくいため、会議室にお集まりの方々には特に御留意

を頂ければと存じます。 

○藤田部会長 ありがとうございました。 

  次に、本日の審議に入ります前に配布資料の説明をしていただきます。事務当局からお

願いいたします。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。配布資料について御説明させていただきます。今回配布し

た資料は、部会資料９「倉荷証券に関する規定等の見直しについて」の１点となります。

こちらは事務当局が作成したものでございますので、後ほどの審議において事務当局から

説明をさせていただきます。 

  配布資料の御説明は以上でございます。 

○藤田部会長 ありがとうございました。 

  それでは、本日の審議に入りたいと思います。 

  本日は、事務当局が作成した部会資料９である「倉荷証券に関する規定等の見直しにつ

いて」について検討したいと思っております。それでは、事務当局において部会資料９、

第１部の説明をお願いします。 

○生出関係官 それでは、事務当局の生出から部会資料９の第１部について説明いたします。 
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  まず、部会資料９の構成について簡単に説明させていただきます。倉荷証券の電子化を

検討する際、同じ商法上の性質が類似すると思われる有価証券である船荷証券と倉荷証券

については、基本的には同じ方向性で電子化を検討することがよいのではないかと考えて

おります。そこで、倉荷証券の電子化を検討するに当たっては、船荷証券の電子化の際の

議論を基本的に当てはめ、この考え方でよいのか、倉荷証券特有の問題点はないかといっ

たような観点から検討を加えた内容になっております。 

  では、部会資料９に戻り、第１部の「第１ 倉荷証券に関する規定の見直し」の箇所で

すが、今御説明した基本的な検討の方針を記載しております。本部会資料においては、倉

荷証券の法的性質や商法上の船荷証券と倉荷証券に関する各規定の比較を概観した上で、

先月パブリック・コメントに付した船荷証券に関する規定等の見直しに関する中間試案の

補足説明を踏襲する形で作成し、電子化された倉荷証券の名称、電子倉荷証券記録を発行

する場面の規律の内容、電子倉荷証券記録の技術的要件、電子倉荷証券記録と倉荷証券の

転換、電子倉荷証券記録の類型及び譲渡等の方式、電子倉荷証券記録の効力等に関する規

律、電子倉荷証券記録を支配する者に対する強制執行に関する規律の内容について、順次

検討しております。 

  次に、第１部の第２に入りますが、「倉荷証券の法的性質等」になります。「倉荷証券

の法的性質」ですが、倉荷証券は倉庫営業者が貨物の受取りの事実を証し、かつ寄託者又

はその指図人へ受寄物引渡しを約する有価証券で、倉荷証券が発行されると寄託物引渡請

求権の行使、移転にその提示、交付が必要となりますが、倉荷証券は法律上当然の指図証

券、要式証券及び受戻証券であり、物権的効力及び処分証券性を有しており、これらの点

については船荷証券と変わらないものと考えられます。また、倉荷証券は有価証券である

ことから、原則として民法第５２０条の２以下の有価証券に関する規定が適用されるとこ

ろ、この点についても船荷証券と変わらないものと考えます。 

  次に、「２ 商法上の倉荷証券と船荷証券に関する各規定の比較」のところですが、倉

荷証券の電子化を検討するに当たっては、まずは船荷証券の電子化における検討内容を参

考にすることが考えられます。倉荷証券について規定されている商法第２編第９章第２節

の規定と、船荷証券に関する規定とを比較しておくことが有益であると考えられます。比

較の内容については、部会資料９の３ページから８ページの表を御確認いただけましたら

と思います。 

  両者を比較すると、商法第２編第９章第２節の規定については大きく四つに分類するこ

とができると考えられます。一つ目は、船荷証券に関する類似の規定があって、倉荷証券

の電子化を検討するに当たり船荷証券の電子化における検討内容と同様の方向性とするこ

とが考えられるもの、二つ目は、船荷証券に関する類似の規定がなく、倉荷証券特有の規

定であるものの、倉荷証券の電子化を検討するに当たり紙の倉荷証券の場合と同内容の規

律を設けたり、電子化をした場合に関する文言を加えるなどすれば足りると考えられるも

の、三つ目は、船荷証券に関する類似の規定がなく、倉荷証券特有の規定であり、倉荷証

券の電子化を検討するに当たり別途検討することが必要であると考えられるもの、最後に

四つ目ですが、倉荷証券に関する規定ではなく、倉荷証券の電子化を検討するに当たり検

討は不要と考えられるもの、といった四つの類型に分類することができるものと考えられ

ます。今後の検討の中心になるのは、主に三つ目に分類された類型と考えられます。逐条
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的な検討については、後に第２部の第６の２の箇所で御説明いたします。 

  第１部の説明は以上になりますので、事務当局からの説明は一旦ここで終えたいと思い

ます。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。 

  それでは、今説明のあった内容について、どなたからでも結構ですので、御意見等を頂

きたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○渡邉幹事 日本証券クリアリング機構の渡邉でございます。本日、倉荷証券の電子化につ

いて御検討いただきましてありがとうございます。まず、倉荷証券の電子化のニーズのと

ころについて、私の方から少しコメントをさせていただきたいと思います。 

  当社が清算を行っております大阪取引所や東京商品取引所などに上場しております商品

の先物取引におきましては、現在でも金属ですとか農産物の受渡し決済でこの紙の倉荷証

券を利用して受渡しを行っております。具体的にどれぐらい行われているかといいますと、

昨年２０２２年の数字になりますけれども、２か月に１回ほどあるのですが、１回の受渡

しで平均すると８００枚を超えるような倉荷証券が先物取引の売方から我々を経由して買

方の方に受け渡されているという状況がございます。 

  また、商品先物取引に当たりまして預託が求められる取引証拠金という担保があります

けれども、これは金銭に加えまして株券や国債といった有価証券でも預託することができ

ます。株券、国債だけではなくて貴金属などの倉荷証券を取引証拠金に充当するというの

も今の法制度では可能となっておりまして、今年の３月末現在で見ますと、合計すると１，

０００枚ぐらいの倉荷証券が取引証拠金として預託されているという状況でございます。

倉荷証券を利用されている場面というのはそれほど多くないということではありますけれ

ども、現在でも商品先物の世界では倉荷証券が利用はされているというところでございま

す。 

  この倉荷証券ですけれども、当然ですが紙媒体で受渡決済ですとか証拠金の授受を行っ

ておりまして、当社を含めて関係者の事務負担になっているというところがございます。

この電子倉荷証券が法制化されて、加えて取引証拠金への充当も可能ということになれば、

先物取引の受渡決済から証拠金の預託とか、そういったところまで電子化が可能となりま

すので、事務効率化が可能となると考えております。 

  こういった貴金属ですとか農産物と同じく、紙媒体を利用して決済を行っているものと

いたしましては、ゴムの先物取引と、金融商品の方になりますが、日本銀行の出資証券の

決済がありますが、このゴムの先物取引につきましては、これまで荷渡指図書という書面

で受渡し決済を行っておりましたが、こちらは法制化の問題が余りないということで、今

年の１月から弊社の方で電子化のシステムを用意しまして、事務効率化を実現したところ

でございます。もう一つの日本銀行の出資証券の取引につきましても、今、電子化に向け

た法整備が進められていると認識をしているところでございます。簡単に言うと、残って

いるのはこの倉荷証券だけというような状況になっているところでもございます。当社と

しては、この倉荷証券も今回の機会を逃さずに、船荷証券の電子化と併せて、是非電子化

を実現していただきたいと思っているところでございます。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。 

  そのほか、第１部、第１について御意見等はございますでしょうか。 
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○猪俣委員 三菱倉庫の猪俣でございます。三菱倉庫としまして、発券業者として参加させ

ていただいておりますけれども、主に船の上にある期間、長くて１か月内外の期間だけ機

能する船荷証券と違いまして、寄託物が蔵置されている間、長いものでは２０年、３０年

になるものもございますけれども、そういった長い間、また個人でも所有することがある

倉荷証券につきましては、船荷証券とは随分使用方法が異なるものではあります。都度保

管料の支払いが生じるといったところも船荷証券とは大きく異なるところでして、実務を

預かる倉庫営業者といたしましては、電子化に対して反対するものではございませんが、

現物主義を主とする倉庫業法と標準倉庫寄託約款というものがございまして、そちらの改

正を要する必要もあると思っております。その辺、国土交通省様の準備が間に合うのかと

いうことと、こちらの船荷証券の動きと同じように平仄が合うのかというところが最も懸

念されているところですので、一言最初に申し上げておきます。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。申し上げるまでもなく、この法律ができて

も使う、使わないは全く当事者の自由で、使わないという選択肢は完全に残されますから、

深刻な問題にはならないのかもしれませんけれども、状況の違い、特に倉庫業者の電子化

への要望の温度差については十分承りました。 

  そのほか、どの点でも御意見、御質問がございますでしょうか。 

  第１部についてはよろしいでしょうか。もしほかに意見がないようでしたら、事務当局

において部会資料９、第２部の第１から第４の。 

○箱井委員 第１部の第２でもいいですか。 

  今の四つに分けるというところで、②と③の分け方です。②と③については、当然にこ

う分かれるのかというと、私が見まして、③となっているものも考え方によって②になる

のかなと思われます。ここのところを割とはっきりと分けられていますが、ここのところ

はこういうふうに分けた根拠なり何なり、何かポリシーがあったらお聞かせいただければ

と思います。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。御質問ありがとうございました。おっしゃるとおり、部会

資料の３ページでいうところの②と③の分類については、かなり相対的なものでございま

して、評価が入る部分が多いかなと思っております。特に、御指摘いただきましたとおり、

③の中でも事実上②に近いというようなものもあるのかなとは思っておりますけれども、

何かしらの検討が必要かなという部分を③とさせていただいて、ほぼ検討は要らないだろ

うというのを②にさせていただいたというところでございまして、その境界線は余りはっ

きりしていない部分があるというのは、本当におっしゃるとおりかと思いますので、後ほ

ど逐条的な検討に入ると思いますので、その際にも各論的な御指摘等がございましたら、

頂けますと幸いに存じます。 

○藤田部会長 ありがとうございました。理論的な学術論文的な意味での分類をしているわ

けではなくて、今後進めるに当たって、どのぐらい深刻に検討しなければいけないかとい

う観点から、取りあえず分けてみたという程度のものだということですね。 

○箱井委員 「②または③」とかの選択的ではなくて、③とか②だけ書いてあるものですか

ら、そこは分類者なりの基準があるのかと思って伺いました。ありがとうございました。 

○藤田部会長 そのほか、どの点でも御意見、御質問がございますでしょうか。 

  第２の方も含めて、第１部全体について、よろしいでしょうか。 
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  もしないようでしたら、事務当局において部会資料９、第２部の第１から第４の御説明

をお願いいたします。 

○生出関係官 では、部会資料９の第２部の第１から第４について、事務当局の生出から御

説明いたします。 

  第２部は「倉荷証券に関する規定の見直しに関する論点の検討」となっております。

「第１ 電子化された倉荷証券の名称」ですが、電子化された倉荷証券の法律上の名称に

ついては、電子船荷証券記録と同様に考え、電子倉荷証券記録とすることを考えておりま

すが、この点について御検討いただけましたらと思います。 

  次に、「第２ 電子倉荷証券記録を発行する場面の規律等」です。「１ 電子倉荷証券

記録を発行する場面の規律」ですが、倉庫営業者にその発行義務を認めるか否かが問題と

なるところ、電子倉荷証券記録についても電子船荷証券記録と同様、倉庫営業者に発行義

務までは認めずに、倉庫営業者が寄託者の承諾を得て、すなわち倉庫営業者と寄託者の合

意があった場合に限って発行を認める規律とし、承諾方法についても電子船荷証券記録と

同様、電子倉荷証券記録の発行に際して相手方の承諾について特定の方式を要求すること

とはしないことにしております。このような方向性でよろしいか、御検討いただければと

思います。 

  次は、「２ 電子倉荷証券記録の記録事項」ですが、電子船荷証券記録と同様に考え、

紙の倉荷証券の記載事項について定める商法第６０１条と同様の規定ぶりとしております。

なお、作成地については、電子船荷証券記録については記録事項から除外することは検討

されていないことを踏まえ、電子倉荷証券記録についても同様とすることが考えられます。

また、追加記録については、電子船荷証券記録と同様、特段の規律を設けないこととして

おりますが、法定の記録事項以外の事項を記録することや、発行後に記録を追加すること

については許容されるものと考えられます。さらに、電子倉荷証券記録については、指図

式の電子倉荷証券記録、記名式であって電子裏書を禁止する旨の記録がされている電子倉

荷証券記録、それら以外の電子倉荷証券記録といった類型が観念されるところですが、い

ずれの類型に属するのかを法定記録事項とすることも考えられるところではありますが、

この点についても電子船荷証券記録と同様、法定の記録事項とはしないこととしておりま

す。このような方向性でよろしいかどうかについても御検討いただけたらと思います。 

  次の「３ 「支配」概念の創設及び関連概念の定義」ですが、電子船荷証券記録と同様、

電子倉荷証券記録は物、有価証券、倉荷証券そのものではないという考え方を前提とした

上で、電子倉荷証券記録の支配という新たな概念を創設することとし、その定義について

も電子船荷証券記録と同様、甲案と乙案の二つの考え方を提案しております。最終的には、

電子船荷証券記録における支配の概念と平仄を合わせることが相当であると考えられます。

また、電子倉荷証券記録の発行及び電子倉荷証券記録の支配の移転の定義についても、電

子船荷証券記録の場合と同様の定義としております。 

  次は、「第３ 電子倉荷証券記録の技術的要件」の箇所ですが、「１ 電子倉荷証券記

録の定義及び信頼性要件以外の技術的要件」、「２ 技術的要件としての信頼性の要件」、

「３ 電子倉荷証券記録の発行の技術的要件」、「４ 電子倉荷証券記録の支配の移転の

技術的要件」といった構成で記載しておりますが、これらについても、倉荷証券の実務に

おける支障がない限り、電子船荷証券記録と同様の内容とすることが考えられますが、こ
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の点についても御検討いただけましたらと思います。 

  次は、「第４ 電子倉荷証券記録と倉荷証券の転換」ですが、電子船荷証券記録につい

ては、船荷証券と電子船荷証券記録の転換に関する規定を設けることが一つの国際的動向

と考えられていることに加え、現実にも船荷証券と電子船荷証券記録との間の媒体の変換

を行う必要性が生じる可能性はあるため、転換に関する規定を設けることとしております

が、一方で倉荷証券の利用場面は先物取引等の決済等に限定されているなど、利用される

場面などが船荷証券とは大きく異なっているところではありますが、倉荷証券も船荷証券

と同じく商法を根拠とするものである以上、倉荷証券の実務における特段の支障がない限

り、電子船荷証券記録と同様の内容とすることが考えられます。このような方向性でよろ

しいか、御検討いただけましたらと思います。 

  第１部の第４までの説明は以上となりますので、一旦事務当局の説明を終了したいと思

います。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。 

  今説明のあった内容について、どなたからでも結構ですので、御意見を頂ければと思い

ます。特に、倉荷証券の実務において支障のない限りという言葉が何度か出てきましたけ

れども、支障がないかという辺りは慎重に検討していただければと思います。どなたから

でも御意見いただければと思います。 

○渡邉幹事 クリアリング機構の渡邉でございます。私からは１点、この法制化が実現して、

当事者同士でうまく合意ができた場合に、そのシステムを提供するという立場になる可能

性が我々の方にありますので、そういった立場から少しコメントをさせていただきたいと

思います。具体的には、部会資料の１１ページにございます電子倉荷証券の技術的要件の

中の信頼性の要件についてでございます。 

  こちらは、最終的には電子船荷証券記録についての議論と同じように、こちらの倉荷証

券については整理をされるというところは理解しているところでございますけれども、シ

ステムを提供した後に無用な紛争などを起こさない観点から、システムを提供する立場と

して申し上げますと、この甲、乙、丙の三つの中では、甲案のように要件を定めないとい

うことが最も有り難いというか、望ましいと思っているところでございます。仮に信頼性

要件の規定を設ける場合であっても、システムを提供する立場としては、有効性の要件と

されない方が有り難いというか、望ましいと考えております。 

  また、丙案のところで列挙されております一から七の７項目については、これは飽くま

で努力義務にすぎない信頼性の要件を充足するかどうかという考慮事項を列挙していると

理解をしており、この七つ全部を満たさなければいけないというものではないと理解をし

ているところではあるのですけれども、この中の５番目にあります独立した機関によるシ

ステム監査の部分につきましては、今後受渡決済のために電子船荷証券記録のシステムを

作っていくことを考えた場合には、現状の受渡決済の規模とかを踏まえますと、そのシス

テムの規模は非常に小さく機動的に作るようなものになると想定をしております。ですの

で、この第三者による監査というものが求められますと、費用負担が想定よりも重くなっ

てくるのではないかと思っておりまして、また、その監査に備えてシステムの機能改善と

かを慎重にやっていかなければいけないところになってしまいますので、柔軟にシステム

開発をしていくという面では足かせになる面が大きいと思っております。ですので、この
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独立した機関によるシステム監査については、これが必須の要件とされてしまいますとか

なり障害が大きいのかなと思いますので、その点は御留意いただけると有り難いと思って

おります。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。事務当局から何か御反応ございますか。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。御指摘ありがとうございました。ただいま御指摘いただき

ました、例えば丙案でいうところの、何か考慮事項等を法務省令等で定めるということに

した場合の例示として幾つか挙げさせていただいておりますけれども、これは正に御指摘

のとおり、この全てを満たさなければいけないというものでもございません。元をたどれ

ばＭＬＥＴＲ等で例示されているものをこういった形で入れた方が、ＭＬＥＴＲ準拠だと

いうことが分かりやすいのかなというところもあって、このような案を一応提示はさせて

いただいているところでございます。仮に、丙案を採用することになった場合も、こうい

った考慮事項を挙げるか挙げないかというところは、ブラケットで入れさせていただいて

おりますので、これは必ずしもそうしなければいけないというものでもございませんし、

何か法務省令で入れるという場合であっても、この七つの事項を全部入れなければいけな

いというものでもございませんし、仮に入ったとしても、先ほど申し上げたとおり、全て

を遵守しなければいけないというものでもございませんので、比較的柔軟なものとするこ

とを事務当局としては想定しております。とはいえ、書かれてしまった以上、やらなけれ

ばいけないというようなプレッシャーというものが事業者様に発生し得るということは、

それはそれで、そういう部分はあろうかとは思っておりますので、今頂いたような御指摘

も踏まえて、最終的にどのような形にするのかというところの御意見を皆様からも頂戴し

ながら決めていきたいと思っております。ありがとうございました。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。 

  そのほか、どの点でも御意見、御質問がございますでしょうか。 

○池山委員 池山でございます。本日は私は多分、立場上は積極的に御意見を申し上げる立

場でもないし、実際そのつもりもないのですけれども、せっかくの機会なので一つ質問を

させてください。 

  第２の１、８ページの発行する場面の規律のところです。ここで立法案の前提として商

法６００条を引いて、倉庫営業者はその請求に応じて倉荷証券の交付義務を負うというこ

とが前提になっていますけれども、実際は、教科書などにも書いてありますけれども、倉

庫業法上は国土交通大臣の許可を得ないと発券してはいけないという前提があります。だ

けれども、交付義務があるということと、許可を得ないと交付してはいけないという、一

見内容的に矛盾する条文の関係について、教科書等には説明がないのです。実際にも、倉

庫業法にそういう規定があることを前提に、国交省が定めた標準約款、先ほど言及があり

ましたけれども、にも甲と乙があって、発券業者の約款、非発券業者用の約款というのが

あると聞いています。標準約款ですから、それは無効とは考えられないのでしょう。 

  そうすると、この商法の規定と倉庫業法の規定を矛盾なく解釈するのはどうしたらいい

のだろうと思っています。恐らくそれを解決するとすれば、実はこの商法の規定というの

は任意規定なのだと、実際その任意規定が働く場面というのはどの程度あるか分からない

のですけれども、寄託契約は成立したけれども、発行するか発行しないか決めていないと

きには発行義務があるというだけだと、でも、実務上はもう許可を取るか取らないか、ど
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ちらの約款をとるかということで決まっていると、そういう整理なのだろうと理解してい

るのです。そして、この議論は実は、ひょっとすると船荷証券の交付義務の議論にも間接

的に跳ね返るのかなと思っているのです。 

  いずれにしろ、そういう商法の規定と公法、業法規制ではありますけれども、倉庫業法

の規定との関係について、今のような理解でよろしいのでしょうかというのを一応確認し

たいのです。多分それを前提に今回の立法もあるのだと思っていますので。すみません、

質問で。 

○藤田部会長 今の点はどなたに伺えばいいのでしょうか。もし倉庫業者の代表の方から返

答できるようであれば、お教えいただければと思いますが。 

○猪俣委員 実務的なものと法的なものというのは、また別だと思うのですけれども、我々

は商法というよりは倉庫業法をメインにしか見ていないので、発券業者というのは国土交

通省の許可がないとできないと思っております。昔は生糸ですとか綿花ですとか、そうい

った現物を本当に倉庫証券にして、倉荷証券にしてやり取りがされていた時代があります。

ただ、今となっては先物取引にしか使われていないので、実務的な取扱いが昔と今とでは

随分違ってきてしまっており、今、国内に５００社以上の発券業者が登録されていると聞

いておりますが、その中でも実際に発券している業者というのは今、先物取引に関係する

日本証券クリアリング機構さんから指定を受けた指定倉庫業者しか動いていないので、昔

と今の動きは一緒ではありませんが、実務的には我々としては国土交通省を先に見ている

ので、商法よりは国土交通省の発券許可業者でないとできないと思って動いてはおります。 

○藤田部会長 事務当局からは何かございますか。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。倉庫業法と商法の規定の整理、どのようにして読むべきな

のかというところにつきましては、今すぐここで明確な回答を持ち合わせているわけでは

ありませんけれども、池山委員の御指摘のような任意規定という意味合いですけれども、

結局のところ、請求がなければ交付しなければならないということにはなりませんので、

請求しなければ交付しないというところは６００条からも導かれることだと思いますので、

そういった処理がされているという考え方もできるでしょうし、あるいは商慣習のような

考え方というのも場合によってはあるのかもしれませんけれども、いずれにしてもそのよ

うな、いろいろな考え方を使って両者を整合的に解釈していくということにはなろうかと

思っております。 

  今回、資料の方で交付義務を負うという形で書かせていただいているのは、６００条の

文字面だけ見ればそういう形になるわけでありますので、それと同じような、そういった

ことを前提に電子化の規定を置いていきましょうということでありまして、何か電子化の

規定を置いたからといって従前の商法第６００条と倉庫業法の規定との解釈の仕方を変え

ようとか、そういったことではないということでございますので、現状の解釈というもの

を前提にどのように電子化していこうかと、こういう観点から書いたというものでござい

ます。 

  差し当たっては以上でございます。 

○池山委員 ありがとうございます。 

○箱井委員 理論的に整理すれば、教科書に書いていないというのは当然といえば当然で、

商法に基づいて発行されていれば、これは倉荷証券なのだろうと思うのです、業法違反し
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ていても。ただ、業法に反した倉荷証券の効力その他について議論する必要があるのかど

うか。事件でも起きれば議論するのでしょうけれども、そういう必要性を感じていないの

で、議論していないということです。商法上は完全な倉荷証券であるけれども、業法に違

反しているということになるのだと思います。私法と公法の関係は一般的にそういう理解

だと思います。業法違反があれば直ちに倉荷証券ではないということにはならないと思い

ます。 

○藤田部会長 この論点について、ほかに御意見はございますでしょうか。よろしいでしょ

うか。 

  そのほかの点についても、もし御意見、御質問がございましたら。 

  第１から第４、よろしいでしょうか、信頼性の要件の点は御意見いただいたのですが、

そのほか、ここに書かれているような方向で法改正したとしても、倉荷証券の実務に支障

が生じるというのは余りないと考えてよろしいでしょうか。 

○猪俣委員 実務に支障というほどではないかと思うのですが、先ほど申し上げたとおり、

倉庫業法には現物主義で書いてありまして、倉荷証券を発券したらば、何枚発券したとい

うことを国土交通省に報告することになっております。そういったものが、倉荷証券その

ものではないというような電子化されたものに対してどういう取扱いになるのかというの

は、国土交通省の問題ではありますが、懸念されるところではございます。 

○藤田部会長 もちろん業法の方で対応してくれなければ、電子化の規定が新しく設けられ

ても事実上使えないということになるのかもしれませんが、この点につき事務当局から何

かございますでしょうか。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。先ほど来、倉庫業法との関係等をいろいろ御指摘いただい

ているかと思います。そういった御指摘を頂けることは我々としても非常に有益なことだ

ろうと思っておりますので、今後ともお気付きの点があれば、是非御指摘いただきたいと

考えております。 

  実際に、例えば商法を改正して電子倉荷証券記録というものの規定を入れたときに、倉

庫業法を併せて整備をするということは十分あり得るところだろうと思っております。そ

の辺りにつきましては、国土交通省の方々とも我々の方で連携をさせていただいて、対応

を検討させていただくということになろうかと思います。ただ、そうはいっても、まずは

この電子倉荷証券記録の実質を固めるというところが先決だろうと思っておりますので、

そういったところが固まって、いざ改正が実現し得るということになった場合に、倉庫業

法等をどうするのかということも改めて考えていかなければいけないとは思っております

ので、引き続き我々の方でも国土交通省の方々とも連携させていただいて、検討をさせて

いただきたいと思ってございます。 

○藤田部会長 ありがとうございました。その点の連携は是非お願いします。放っておきま

すと、逆に、電子倉荷証券記録は倉荷証券ではないので倉庫業法１３条にもかかわらず、

許可された業者でなくても自由に発行できることになりかねません。そういうことになる

と行政の方としても困るとは思いますので、仮にこの法律が作られることがあれば、調整

いただくことになるのだと思います。 

  そのほか、どの点でも御意見、御質問がございますでしょうか。 

○箱井委員 質問させていただきたいのですけれども、業界の方に教えていただければと思
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います。先ほどからお話を伺っていますと、相当この利用は少ないということが前提のよ

うでございまして、この電子化の議論をして電子化された暁には、それによって使いやす

くなって利用が広がるとか、そういう見通しなどはあるのでございましょうか。 

  といいますのは、これは単に取引書類の電子化ではなくて、有価証券の電子化を議論し

ているので、それなりの重い要件、先ほど信頼性のところで問題になりましたけれども、

ある程度重しが掛かってくるのも、やむを得ない部分もあろうかと思います。そうなりま

すと、たとえば数百枚あるいは１，０００枚という僅かな証券を処理するためのシステム

であっても、有価証券の電子化という船荷証券で議論しているようなものに準じざるを得

ないと思いまして、果たしてそれに耐えられるのかというところも若干心配になっており

ます。それとの関係でということですけれども、実務の見通しのようなものが何かありま

したら、教えていただければと。これはだんだん細っていって、いずれなくなってしまう

ようなものの話なのか、あるいは現状で続いていくようなものか、さらにまた、逆に電子

化されることによって、今は紙だから使いにくいということで止まっていたところが将来

的に広がってくるのか、どういったふうに我々は考えながらこれを議論していったらいい

のかということですね、教えていただけたらと思います。 

○藤田部会長 もし可能でしたら、お願いいたします。 

○猪俣委員 猪俣でございます。先ほど申し上げたとおり、昔と違いまして、今受渡しに使

っているものしか、先物取引用の証券しか発券していないのが現実です。貴金属、金とか

銀とかプラチナとかのほかに、小豆ですとかコーヒー豆とか、そういった先物取引に使わ

れるものも発券をしておりましたが、今は貴金属以外はほぼ、当社でいえばですが、ない

状況です。他社の状況は分かりませんが、三菱倉庫でいうと貴金属の発券しかしていない

のが現実です。また、当社の方でこれは営業を掛けられるようなものではなくて、先物取

引があったものについて発券依頼があって、そちらを発券させていただいているだけなの

で、当社の方で多いとか少ないとかというものをコントロールするものでもないので、当

社においては、今後どうなるかと言われると、今度は日本証券クリアリング機構さんの問

題かと思うのですが、先物取引が活発に行われるか否かという問題になってきてしまうと

思います。 

○藤田部会長 ありがとうございます。 

○箱井委員 先物取引以外では、今後も電子倉荷証券あるいは倉荷証券そのものが使われる

という見込み、見通しはないということでしょうか。 

○猪俣委員 昔は、先ほど申し上げたように、うちも一般貨物の発券をしておりましたが、

今となっては一般貨物については発券依頼がもうないので、今後も一般貨物については発

券することはないと思います。これは予測なので、現実的にあるかどうか分からないです

けれども、当社でいえば、お客様から発券を依頼されても多分お断りすることになるので

はなかろうかと思います。 

○箱井委員 ありがとうございます、大変役に立ちました。例えば商法の場合、これから議

論になります分割請求とか、そういった一般貨物についてかつて倉荷証券が広く使われて

いた時代の状況を前提とした規定がずっと残っているものですから。今後それをどうする

のかというときには、今後も先物にしか使わないのであれば、それ自体要るのか、要らな

いのか、そういった視点も必要になってくるのかなと思いました。ありがとうございまし
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た。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。 

○猪俣委員 もう一つ申し上げると、今発券されているものについては、大阪取引所さんと

の取決めで、金なら１キロとか銀なら３０キロとか、もう単位が決まっております。なの

で、分割ということは現実的にあり得ないものと思っております。 

○渡邉幹事 クリアリング機構の渡邉でございます。先物取引の受渡しについて申し上げま

すと、御指摘のとおり先物取引はやや低迷しておりまして、倉荷証券の利用というのも少

しずつ減ってきているというのは現実としてはございます。ただ、これを活性化するため

に、我々のグループとして総合取引所などの取組を進めているところでございます。 

  海外の取引所の受渡しを見ますと、金の先物取引でいいますと、アメリカのＣＭＥが主

流ですけれども、ＣＭＥの方で電子決済のシステムを提供しておりまして、そこで電子倉

荷証券に相当するようなものの授受で金の先物取引の決済というのは行われているようで

ございまして、日本の市場でいつまでも紙でやっているというところについては、国際的

に見たときに参入障壁というか、そんな紙を扱うようだったらわざわざ東京では取引しま

せん、みたいなこともあるかと思いますので、何らか電子化の取組というのはやっていけ

ればなと我々の方では思っているところではあります。それが奏功して先物取引が広がっ

ていけば、倉荷証券の利用量も広がるということもあるかもしれないということかと思い

ます。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。 

○池山委員 池山でございます。再度すみません。ある意味、初歩的な質問なのですけれど

も、先ほど来出ている先物取引における倉荷証券というのは、商法上の倉荷証券なのでし

ょうか。先ほどからのお話を聞いていると、やはり現物取引と先物取引というのは区別さ

れていて、現物だと余りないというような話でしたけれども、商法の規定は、寄託契約が

あって、受寄物の引渡請求権を表象する証券としてあるのだと思うのですけれども、先物

の場合は、概念的には存在するのでしょうけれども、現物は恐らくまだないのですよね。

これもやはり概念的にはあるのですか。 

○渡邉幹事 クリアリング機構の渡邉でございます。先物取引の決済で使っているというの

は、先物取引の最終決済ですね、先物取引ですので将来の日付で、例えば金であれば金１

キロの売買をするという契約になりますけれども、先物取引で買ったものを最終日まで持

ち越した場合には、実際にそのお金の授受だけではなくて、実際の地金というか金を授受

することになります。その場面で実際に金の延べ棒を手で持っていって相手に渡すとかと

いうことはすごく煩雑なので、倉庫に預けている貴金属の倉荷証券を発券して、倉荷証券

を受け渡すことで地金そのものを渡したのと同じ効果を得るという、そういう受渡しをし

ていまして、ですので、先物取引の最後まで行った場面の決済の話で倉荷証券が出てくる

というものでございます。 

○池山委員 すみません、どうもありがとうございました。よく分かりました。 

○藤田部会長 そのほかに御意見、御質問はございますでしょうか。 

○箱井委員 これは部会の問題ですけれども、ということは理解としては、倉庫営業一般に

ついて、これまで商法にあるような倉荷証券をどうしようかという議論よりも、今ここで

求められているのは、非常に特殊な取引、要するに倉庫営業そのものではなくて、先物取
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引における決済という場面で倉荷証券が今使われていると、そういう事実に基づいて、そ

の業界からすると使いづらいからと、そういう話と捉えてよろしいのでしょうか。今日集

まっているのは、これは私、商法の倉庫営業について一般的に用いられる倉荷証券、これ

まで学会で議論してきたような対象を前提に考えていたのですが、そうした証券は実際に

は使われていないわけですよね。特殊な使われ方をしているようなので電子化が必要だと

いうことだと、事務当局の方はこの点をどういうふうにお考えですか。やはり先物取引の

その場面ということを念頭に置かざるを得ないと思うのですけれども、今後の議論をどう

いうふうに考えたらよろしいのでしょうか。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。我々の方としても現状、電子化のニーズがある場面という

のが先物取引の最終決済場面だというのは、同じような認識でございます。ただ、そうは

いっても結局、使われているのが商法上の倉荷証券ということになりますので、そこを何

とか電子化しようというのであれば、商法の規定を改正するという方法によらざるを得な

いのだろうと思っておりますので、今御指摘いただいているようなニーズに対する対応と

しては、商法の改正による対応というところが相当なのかということで今、議論の対象と

させていただいているというところでございます。 

○藤田部会長 よろしいでしょうか。 

○箱井委員 今後それがどういうふうに議論に影響するのかというのは、これからですね。

ただ、実際の利用局面が特殊な場面に限定されているということは、相当念頭に置いてお

かなければいけない事実だというふうに思いました。私は今日初めてこれを知ったもので

すから。ありがとうございました。 

○猪俣委員 少し誤解があるといけないので、申し上げておくと、倉庫業法の規定と、商法

もあるので、倉荷証券というのは存在していて、当たり前なのですけれども、私の言い方

が少し極端だったのかもしれませんが、現実問題として今そういった特殊な使われ方がし

ているのを、うちの会社の中ではそういった取扱いになっていますが、他社さんの状況は

分かりかねるので、私の今の言ったことだけで独り歩きされてしまうと、少し誤解を生じ

るといけないので、その辺だけ誤解のないようにお願いいたします。私の独り走りがあり

まして、ほかの状況を確認せずに、特殊だと思われてしまうと、少し違うかなという気が

しますので、訂正いたします。 

○藤田部会長 そのほかに御意見、御質問はございますでしょうか。 

○洲崎委員 先ほどから議論になっている一般貨物と先物取引の違いについてですが、先物

取引であっても最終的にその物を受け渡すときには倉荷証券を使っているということであ

ったかと思いますが、そうすると、物自体は倉庫の中に入っているわけで、倉庫業者との

間で寄託契約は成立している、ただ、証券が発行されるのが先物取引では最終的に受渡し

がなされるときだけである、つまり一般貨物であれば、今倉庫に入っている物を売買する

のだけれども、先物取引ではその受渡しがずっと先に行われることがあり、本当に受渡し

をするときに倉荷証券が使われる、先ほどからお話を伺っていてそのようなものかと理解

したのですが、そうだとすると、受渡しがいつなのかということが違うだけで、寄託契約

としてはどちらも倉庫業者と寄託者との間では存在するということになるのかなと思った

のですが、そのような理解でよろしいのでしょうか。 

○藤田部会長 この質問は渡邉幹事に対してでしょうか。可能でしたら御返答をお願いしま
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す。 

○渡邉幹事 そうですね、先物取引の売方が最後までポジションをそのまま保有しまして、

受渡決済になるという場面になったところで、一般的にはその少し前ぐらいの段階で地金

を製造して、それを倉庫会社さんの方に持っていって、恐らく、倉庫寄託契約はあるのだ

と思いますけれども、倉庫会社に預けた上で倉荷証券を発券するという実務をしておりま

す。ですので、そうですね、寄託契約はあるのだろうと思います。 

○藤田部会長 洲崎委員、よろしいでしょうか。 

○洲崎委員 はい。寄託契約があって、それに基づいて倉荷証券が発行されているというこ

とでよいのですね。 

○渡邉幹事 そういう理解を私もしております。 

○洲崎委員 ありがとうございます。 

○藤田部会長 非常に特殊な使い方という表現がこれまでしきりに用いられたのですが、別

に特殊な内容の取引をやっているのではなくて、最後の引渡しは普通の倉荷証券を使った

引渡しをしているわけで、それは商法の規定している倉荷証券の機能と効果がそのまま適

用されるものですね。ですから、使われる場面が、あるいは対象となる寄託物などが限定

されているという意味で特殊なだけですね。 

○箱井委員 倉荷証券だということについては全然、これは全く異論ありません。商法に基

づいているし、業法にも合致しているというところは私にも異論はないです。そこは全く

異論がないけれども、ただ、教科書が一般に前提と見ていた状況、昔からあったような状

況では全くなくなってしまっていて、証券の分割なども必要なさそうな相当限られた使い

方がされているということです。ですから、先ほど来出ているような数百枚とか１，００

０枚というような非常に狭い取引に使うためにも耐えられるような制度というものを求め

るような御発言があったりしています。そういったところで、私としては前提的な認識と

しては今日、実際の状況を伺ってよかったと思っております。ありがとうございました。 

○藤田部会長 そのほか、どの点でも御意見、御質問はございますでしょうか。 

  よろしいでしょうか。そもそも規定を置くのはなぜなのかといいますか、どういう場合

に倉荷証券で使われているかという前提に関する情報を共有するような御質問、やり取り

が多かったと思うのですけれども、仮に将来電子化されて使うとして、現在の提案で困る

ような点は、先ほどの信頼性の話は少し置いておくと、差し当たりはないと理解してよろ

しいでしょうか。 

○猪俣委員 今の使い方であればという意味で。 

○藤田部会長 はい。実際には余り使わないかもしれないけれども、仮に使うことになって

も障害になるような規定があるわけではないということでよろしいでしょうか。 

  もし第２部の第１から第４について、特にこれ以上御意見、御質問がないようでしたら、

次に進みたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

  それでは、次に進みたいと思います。事務当局において部会資料９、第２部の第５から

第７についての御説明をお願いします。 

○生出関係官 それでは、事務当局の生出から第２部の第５から第７の説明を致します。 

  まず、「第５ 電子倉荷証券記録の類型及び譲渡等の方式」です。倉荷証券は船荷証券

と同様、講学上は指図証券型、記名式所持人払証券型、その他の記名証券型、無記名証券
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型の４類型があるものと考えられます。そこで、電子倉荷証券記録の類型及び譲渡等の方

式については、倉荷証券の実務における支障がない限り、電子船荷証券記録と同様の内容

とすることが考えられますが、この方向性でよいか御検討いただければと思います。 

  次に、「第６ 電子倉荷証券記録の効力等に関する規律の内容」です。まず、「１ 規

律の在り方の方向性」です。電子倉荷証券記録の効力等に関する規律の方向性についても

電子船荷証券記録と同様、甲案、乙案、丙案及び丁案の４案を提案しております。倉荷証

券の実務における支障がない限り、電子船荷証券記録と同様の内容とすることが考えられ

ますが、この方向性でよいかについても御検討いただけましたらと思います。 

  次は、「２ 効力等に関する規律案」です。電子倉荷証券記録の効力等に関する規律の

内容に関して、先ほど御提案した丙案、つまり書き下す方向性、この案を採用する場合の

規律の内容を記載しております。乙案を採用して読替規定を設ける場合における読替え後

の規律についても、基本的には同様になると考えられます。逐条的に検討しておりますが、

倉荷証券に特有の検討が必要なのは、（１）の商法６０２条に相当する規定、（２）の商

法６０３条に相当する規定、（７）の商法６０８条に相当する規定、（１０）の商法６１

４条に相当する規定の主に四つになるかと思われますので、この四つについて御説明した

いと思います。 

  まず、（１）商法６０２条に相当する規定です。これは帳簿の記載に関する規定ですが、

倉荷証券を電子化するに当たっても実質的な変更は必要ないと思われるところではござい

ますが、帳簿について商法６０２条に、「記載」しなければならない、とされていること

から、電磁的記録によって作成されることは想定していないようにも考えられますため、

この機会に、電子倉荷証券記録が発行された場合だけでなく、倉荷証券が交付された場合

も含め、電磁的記録によって帳簿を作成することができるよう規律を改めることも考えら

れるところではございます。 

  次に、（２）の商法６０３条に相当する規定ですが、これは寄託物の分割請求に関する

規定で、倉荷証券特有の規定となっております。倉荷証券の所持人は必要な費用を負担し

て、寄託物の分割及びその部分に対応する倉荷証券の交付を請求することができ、この場

合には旧証券を倉庫営業者に返還しなければならない、とされております。電子倉荷証券

記録が発行されている場合についても同様の規律を設けるべきであると考えられますが、

その際には、紙の倉荷証券が交付されている場合には分割後に交付されるのは紙の倉荷証

券、電子倉荷証券記録が発行されている場合には分割後に発行されるのは電子倉荷証券記

録というように、寄託物の分割の前後を通じて媒体の同一性を求めるか否かが問題となり

ます。 

  より具体的に御説明しますと、紙の倉荷証券が発行されている場合においては、分割さ

れた寄託物の各部分に対応する倉荷証券の交付を請求することに加え、倉庫営業者と寄託

者の合意があったときに限って電子倉荷証券記録を発行することを認めるか否かが問題と

なります。一方で、電子倉荷証券記録が発行されている場合においては、分割された寄託

物の各部分に対応する倉荷証券の交付を請求すること、電子倉荷証券記録の発行を請求す

ること、倉庫営業者と寄託者の合意があったときに限って電子倉荷証券を発行することを

認めるか否かが問題になります。 

  これらの論点を踏まえて、部会資料９においては甲案と乙案の二つの案を提案していま
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す。まず甲案ですが、これは電子倉荷証券記録を支配する者は、寄託物の分割を請求する

際に、その各部分に対応する紙の倉荷証券の交付を請求することができるというものです。

もっとも、この場合であっても、先ほど御説明した第２の１の電子倉荷証券記録の発行の

場面の規律により、倉庫営業者と寄託者の合意があったときは倉荷証券の交付に代えて電

子倉荷証券記録を発行することができるものとしております。また、紙の倉荷証券が発行

されている場合においては、商法６０３条の規定により、分割された寄託物の各部分に対

応する倉荷証券の交付を請求することができますし、先ほどの第２の１の規律により、倉

庫営業者と寄託者の合意があったときは倉荷証券の交付に代えて電子倉荷証券記録を発行

することができます。したがって、紙の倉荷証券が発行されている場合であっても、電子

倉荷証券記録が発行されている場合であっても、分割された寄託物の各部分に対応する倉

荷証券の交付を請求することに加え、倉庫営業者と寄託者の合意があったときに限って電

子倉荷証券記録を発行することができるということになります。 

  なお、電子倉荷証券記録が発行されている場合において、先ほどの第２の１の規律によ

って分割された寄託物の各部分に対応する電子倉荷証券記録が発行されるときは、倉荷証

券の交付に代えて行われるものですから、当該電子倉荷証券記録の発行に関する費用は、

倉荷証券の交付に関する費用、に含まれるものと解されることを想定しております。また、

倉荷証券の返還については、受戻証券性を定める商法６１３条に相当する規定と同様、電

子倉荷証券記録の支配の移転に限定するのではなく、電子倉荷証券記録の支配の移転又は

消去その他、当該電子倉荷証券記録の利用及び支配の移転をすることができないようにす

る措置を採ることとしております。 

  次に、乙案ですが、乙案は、電子倉荷証券記録を支配する者は、寄託物の分割を請求す

る場合に、その各部分に対応する電子倉荷証券記録の発行を請求することができますが、

その各部分に対応する紙の倉荷証券の交付を請求することはできないとするものです。こ

の考え方は、電子倉荷証券記録が発行されている場合には、寄託物の分割を請求するとき

であっても電子倉荷証券記録の発行しか認めず、転換の規定によらない限り媒体の変更は

認めないというものです。このような考え方を採用する場合には、紙の倉荷証券が発行さ

れている場合においては、倉庫業者と寄託者の合意があっても、転換の規定によらない限

り電子倉荷証券記録を発行することは認めないものとすることも考えられるところで、そ

のように考えるのであれば、第２の１の電子倉荷証券記録の発行の場面の規律において、

寄託物の分割請求がされる場合を除外することが考えられます。 

  続いて、（７）の商法６０８条に相当する規定でございますが、これは倉荷証券を喪失

した場合の再発行請求に関する規定となっております。電子船荷証券記録については、紙

の船荷証券とは異なり、電子船荷証券記録を紛失してほかの者がその支配をするに至ると

いった事態は通常では考え難いことなどから、民法第５２０条の１１及び５２０条の１２

が規定する喪失の規定については設けないものとする方向で検討されております。このよ

うな方向性と平仄を合わせるのであれば、商法第６０８条に相当する規定は設けないもの

とすることが考えられ、このような考え方に基づくものが甲案となっております。 

  もっとも、電子船荷証券記録における検討は、非訟事件手続法が定める公示催告手続に

相当する手続を別途設けて電子船荷証券記録を無効化することまでは必要ないというもの

で、その際の検討においては、システムを提供する者を含む関係当事者間で解決が図られ
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ることが想定されているのであるから、電子倉荷証券記録について相当の担保を供して再

発行を求めることができるとする商法６０８条の規定の適用を排除する必要まではないと

も考えられるところでございます。この考え方に基づくものが乙案となります。 

  事務当局としては甲、乙のいずれを採用するかについて決まった方向性を持っているわ

けではなく、皆様の御意見をお聞かせいただければと存じます。 

  次に、（１０）の商法６１４条に相当する規定ですが、こちらも（１）で検討した商法

６０２条に相当する規定と同様、倉荷証券の電子化をするに当たって実質の変更までは必

要ないと思われるものの、帳簿については、「記載」しなければならない、とされている

ことから、この機会に、電子倉荷証券記録が発行された場合だけではなく、倉荷証券が交

付された場合も含め、電磁的記録によって帳簿を作成することができるよう規律を改める

ことも考えられるところでございます。 

  次は、部会資料９の２７ページの（２３）の方に飛びまして、「その他」のところでご

ざいますが、商法及び民法において明示的に倉荷証券を規律する規定はないものの、その

ほかの法律においては、倉庫業法の第１条や鉄道営業法の第１３条、農業協同組合法第１

１条などの規定が存在します。これらについては、基本的には倉荷証券と併記する形で電

子倉荷証券記録を追加するなどといった所要の整備を行うことを現時点では検討しており

ます。 

  次は、最後になりますが、「第７ 電子倉荷証券記録を支配する者に対する強制執行に

関する規律の内容」についてです。こちらについても、倉荷証券の実務における支障がな

い限り、電子船荷証券記録と同様の内容とすることが考えられますが、この方向性でよい

か御検討いただければと思います。 

  事務当局からの説明は以上になります。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。 

  それでは、今説明のあった内容について、どなたからでも結構ですので、御意見等を頂

ければと思います。よろしくお願いします。 

○渡邉幹事 クリアリング機構の渡邉です。私から、これは事務当局への質問というような

形になるかと思うのですけれども、今回、商法６０３条ですとか６０６条に相当する規律

として、想定されている質権設定ですとか、あるいは寄託物の分割請求につきまして、仮

にこの倉荷証券の電子化の法制化がなされて、我々の方で先物の受渡決済についてのシス

テム化をするとなった場合には、その受渡しの場面で使われるという前提で仕組みを構築

するということを予定しておりまして、そうすると、分割請求の機能などについては先物

の受渡しの場面では恐らく使われることはないと、先物の受渡しは、金でいいますと１キ

ロの金の延べ棒に対して１枚、倉荷証券が発券されて、それがそのまま左から右に受け渡

されるという形になりますので、分割ということは基本的に起こらないものでありまして、

システムを作るに当たって余計な機能を付けてしまうと、それだけコストも掛かるという

ところもありますので、そういう場合には、例えばシステムの利用規約とかで、このシス

テムを使う場合には寄託物の分割請求とかというのはやりませんとかできませんとか、そ

ういったものを設ければ、そういった機能を実装しなくても不都合が生じないと理解をし

ているのですけれども、その点はこうした理解で合っているかというのを確認したいと思

います。 
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○渡辺幹事 渡辺でございます。基本的には御理解のとおりでいいのかなと思ってございま

して、まず前提として、現状の倉荷証券の使われ方が商品先物取引の最終決済段階であり、

そのような場合であるとするならば、基本的に分割請求ということはもう実務上ほぼ起こ

りえないということなのだろうとは思うのですが、とはいえ商法の改正でもって対応する

という場合には、この６０３条に対応する規定をそのまま何もしないということもやはり

難しいのかなとは思っておりますので、何らかの形の手当てというのは必要だろうとは思

っております。 

  ただ、他方で御指摘いただきましたとおり、分割請求に対応することができないような

システムだった場合にどうなるのかというところですが、このこと自体をもって何か無効

になるということでは恐らくないのだろうと思います。ですので、その分割請求というも

のに対して何らかの手当て、先ほど御指摘いただきましたような利用規約等で排斥してお

くとか、そういった手当てをすることによって、分割請求に対応することができないよう

なシステムを回していくということは可能なのだろうと事務当局としては考えているとこ

ろでございます。 

○藤田部会長 よろしいでしょうか。 

  そのほか、どの点でも御意見、御質問がございますでしょうか。 

○猪俣委員 猪俣でございます。１点だけなのですが、証券を紛失した場合のことなのです

けれども、一応、倉庫寄託約款上は公示催告を要するという決まりがございまして、その

辺が電子記録との平仄が合うのかなというところが疑問になるところではございます。あ

と、クリアリング機構さんが多分システムを構築されて、この倉荷証券電子化の場合、そ

のシステムを使うことが主になろうかと思うのですが、先ほど渡邉様がおっしゃったよう

に、一般のほかのシステムがないとも限らないので、そういったところは残しておく必要

があるのかなという気はしております。 

○藤田部会長 ありがとうございました。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。今御指摘いただきました約款の問題というところは、いろ

いろ悩ましいところがあるのかなとは実は思っておりまして、この再発行の関係ですけれ

ども、電子船荷証券記録のところでは公示催告の手続に相当するものは作らないという方

向で検討がされておりますので、電子倉荷証券記録についてもそこは同様になるのだろう

と思います。そういった中で、６０８条に相当する規定を残すということになると、約款

上恐らく、６０８条ではなくて公示催告をしてくれという規定になっているかと思います

けれども、そこは多分、公示催告に相当する手続がありませんので、約款がどうなってい

くのかというところはいろいろ悩ましい問題があるのかなとは思っております。 

  ただ、どういう方向がいいのかというところは明確に今、事務当局として何か方向性を

持ち合わせているわけではございませんけれども、そういったところの問題意識も踏まえ

て、この６０８条に相当する規定を置くのか、置かないのかというところも御議論いただ

けると有り難いと思っているところでございます。 

○藤田部会長 ありがとうございました。公示催告の制度を電子的な運送証券や、船荷証券

や倉荷証券について仮に作らないと、現在の約款だとまずいことになるかもしれません。

その場合、ここで提案されている６０８条のような規定に対応する規定を電子倉荷証券記

録について設けると約款での対応が難しくなるといったことはないでしょう。つまり約款
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で対処が難しいから、やはりこの規定がない方がいいということになるのでしょうか。 

○猪俣委員 電子取引の中で必要であれば、この規定を設けてもいいとは思うのですが、約

款の方を逆に改正する形で電子化に対応した約款にする方がよいのではないかと個人的に

は思いますが、個人的な意見なので、ほかの方のことは分からないですけれども。どちら

にしろ、この電子化が進んだ場合、始まる場合には、多分約款を改定しないと平仄が合わ

なくなってしまうので、いずれにしろ約款の改定は必要になってくると思いますので、そ

のときに電子化に対応する規定を作ればよいのではないかとは思います。 

○藤田部会長 ありがとうございました。 

  そのほか、どの点でも御意見、御質問はございますでしょうか。 

○山口委員 山口でございます。倉荷証券のことについては私、詳しく存じ上げないのです

が、そのために少し倉庫業者さんとクリアリング機構さんに質問をしたいと思っておりま

す。船荷証券の場合、有価証券の類型が４種類あるわけですが、船荷証券については基本

的には指図式証券と裏書禁止船荷証券の二つしか事実上使われていないのですが、将来的

にこの電子化された場合には無記名証券あるいは記名式持参人払証券というのも生じるか

もしれないということで、この４種類は維持するという結論に至っています。倉荷証券の

場合、現状も指図式倉荷証券と裏書禁止倉荷証券の２種類しか多分存在しないだろうと思

われるわけであります。このほかの２種類、すなわち無記名証券あるいは指図式持参人払

証券の規定まで必要なのか、あるいは、必要性はないけれども、あっても別に邪魔になら

ないのかというのは、どのようなお考えでしょうかというのが質問でございます。 

○藤田部会長 猪俣委員、渡邉幹事から、もしお答えがあれば、頂ければと思います。 

○猪俣委員 倉荷証券は常に寄託者というものが存在しておりますので、無記名というのは

あり得ないと思っております。倉荷証券の受渡しにおいては、裏書で受渡しがなされてい

くことになっておりますので、小切手のように、持参してきた人には、たとえそれが拾っ

たものであっても、裏書さえつながっていて保管料を支払っていただければ、持参者に払

出しをするというところでは、持参人の形になっていますが、無記名だけはないのかなと

思います。 

○藤田部会長 裏書で譲渡するということは、法律的にいうともっぱら指図式のものが使わ

れているということでしょうか。指図禁止、すなわち譲渡禁止とされた記名式というのは

あるのでしょうか。 

○猪俣委員 譲渡できないというものは、私の理解では、ないと思っておりまして、常に裏

書で受け渡っていくというのが今の実務だと思います。 

○藤田部会長 指図式だけということですね。渡邉幹事もそこは同じでしょうか。 

○渡邉幹事 そうですね、受渡しで使われているのはいわゆる指図式の倉荷証券だと思いま

す。ほかの種類については現行は使われていませんけれども、電子化したときにどうする

のかというのは、選択肢は多い方がいいとは思います。 

○藤田部会長 船荷証券以上に使われる種類が限定されているようですけれども、山口委員、

今の御返答でよろしいでしょうか。 

○山口委員 はい、どうもありがとうございます。 

  それから、もう１点、これは意見でございますが、倉荷証券の場合、強制執行の規定の

問題がございまして、船荷証券よりはこの強制執行は実質的に行われるようにしないとい
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けないだろうと思いますので、船荷証券の場合、この規定を設けないという選択肢はあっ

たのですが、倉荷証券の場合は必ず何らかの形で設けておかないといけないと思われます。

貴金属等において倉荷証券が発行されていると、所持人が何らかの形で債務を負ったとき

に債権者が執行するというのは、これは現実的にあり得るだろうと思われます。そのため、

倉荷証券については少し船荷証券とは違う考慮が必要なのかなと考えております。 

○藤田部会長 ２点目の質問について、御感触を頂ければと思います。強制執行について、

船荷証券ではやや消極的な案もあったのですけれども、倉荷証券についてはあった方がい

いかということについて、感触だけでも頂ければと思います。 

○猪俣委員 そうですね、倉荷証券の場合は、例えば差押えとかで見つかって、国税などか

ら問合せを受けるようなこともあるかもしれないので、強制執行については規定があった

方がよろしいかと思います。 

○藤田部会長 渡邉幹事も同じような感触でしょうか。 

○渡邉幹事 そうですね、我々が関与しているところには余り関係がないところ、というと

ころが正直なところでありまして、余りここについてはスタンスを持ち合わせていないで

す。 

○藤田部会長 事務当局から何かございますか。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。事務当局から少し伺いたいこととしては、６０３条の分割

請求のところ、事実上使われないということで、その前提で、どちらがいいでしょうかと

いうのもなかなか聞きづらいところではあるのですが、甲案、乙案、両方出させていただ

いておりまして、要は、電子が発行されている場合の分割請求がされたときに、基本紙で

対応するのか、もう電子だったら電子のみかというところで、甲と乙という形で分かれて

はいるのですが、なかなか実際に使うことは想定されないとはいえ、立法化するときはど

ちらか態度決定をしなければいけないものですから、ここら辺りの御感触を頂ければと思

っているというところがございます。 

  この論点につきましては、恐らく船荷証券でいうところの船積船荷証券と受取船荷証券

のところとほぼ似たような論点ではありますので、あちらの方の結論と合わせるというこ

ともあり得るとは思うのですが、そういったところも含めた御感触なり御意見なり、現時

点でのものがありますと有り難いとは思ってございます。 

○藤田部会長 いかがでしょうか。そもそも分割請求されても困るというのが実態だとする

と、されたときの具体的な条文の書き方をどうすればいいですかというのは答えにくいか

もしれませんが。 

○猪俣委員 証券の分割については、寄託約款上も規定が存在していまして、その規定があ

るので、分割はできることにはなっていますので、分割することは、現実的になくても構

わないですが、やはり実務的には片方電子で片方紙というのは少し難しいのかなと思いま

すので、できればそろえたいと思います。 

○藤田部会長 一旦電子で出した以上は、分割請求に応じて出すのも電子であるべきである

という考え方ですね。船荷証券の方でも、受取船荷証券が出された後、船積船荷証券を出

す場合の扱いについて同じような議論はありましたけれども、そこでの議論は分かれてい

ました。渡邉幹事も同じでしょうか、答えにくいかもしれませんが。 

○渡邉幹事 分割請求の場面が余り想定されないというところもあるので、ここも我々の方
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としては特に、どちらがいいというのはないところではあります。 

○藤田部会長 分かりました。事務当局、もう一つお願いします。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。すみません、今御議論いただいている範囲と、少し戻って

しまうのですけれども、部会資料でいいますと１３ページ、１４ページの転換のところで

ございまして、具体的には１４ページのところでございます。 

  電子から紙への転換の場面においては、転換の請求権というものを認めてもいいのでは

ないかという議論が船荷証券の場合にはございまして、それを認めるという案と認めない

という案が議論されております。背景といたしましては、船荷証券の場合は結局、行った

先で紙が要求されるような場合もあるので、紙への転換についてはある程度強制的にでき

るような仕組みをしておいた方がいいのではないかという問題意識があり、そういったと

ころで紙への転換請求権を認めるという考え方もありつつ、他方で、そういった場合は事

実上対応するわけなので、権利化までする必要はないのではないかという考え方、こうい

ったところが議論されているわけですけれども、倉荷証券の場合に、紙への転換をすると

いうことをある程度保障しなければいけないような状況というのがあり得るかどうかとい

うところにつきましての御感触を少し頂けますと有り難いと思ってございます。 

○藤田部会長 これも答えにくいかも知れませんが，可能でしたら感触を頂けますでしょう

か。 

○猪俣委員 感触的には、せっかく電子で発行したものを紙にするということは、逆に倉庫

業者にとっては手間が増えるので、極力避けたいところではあると思います。電子でやる

と印紙も要りませんし、そういった意味でも、せっかく無料でというか、システム利用料

だけで済むものを、印紙を貼ってまた発券するということは、できれば避けたい。 

○藤田部会長 船荷証券の場合ですと、電子船荷証券記録を受け取った所持人が、例えば外

国の税関に提出しようとしたら、紙の船荷証券を要求されたりした場合の対応といった形

で割と具体的な必要性というのが想定できたのですけれども、倉荷証券についてはそうい

う場面というのは基本的には余り想定できないと考えてよろしいでしょうか。つまり寄託

者の立場として、紙の倉荷証券が入手できないと困るというような局面ですが。 

○猪俣委員 例えば、寄託者が死亡して相続のときに手続が要るとか、そういったところで

必要でなければ、別に寄託者的に紙でなければいけないという理由は見当たらないのです

けれども、でも、最悪あれですね、寄託者が受け渡っていく間に、裏書というかシステム

で受け渡っていった先で、その何人目からの寄託者が私は紙で欲しいという請求をされる

可能性は、なきにしもあらずかと思いますが。 

○箱井委員 前提として、あまり考えたことがなかったのですけれども、船荷証券に関して

は、先ほど事務当局あるいは座長からお話がありましたように、紙への転換請求が駄目だ

と法律に書くのはどうかと思いますけれども、そうでない限りは処分権行使でどちらにし

ても請求できるかなと思っているのですが、倉庫の場合はどうなのでしょうか、荷送人の

処分権に当たるような、寄託者からのそういった処分権のようなものは、恐らく誰も議論

したことがないと思うので、ここで聞くのもどうかと思いますけれども、運送とこの点を

同じように考えられるのか、若しくは何か前提が違うのか、事務当局はそこのところは考

えられましたか。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。処分権の行使としての転換ということだろうと思いますけ
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れども、それが可能かどうかというところは十分な検討ができておりませんで、といいま

すのも、これまで紙という媒体しか認められていないわけですので、電子版に変えられる

かどうかというのが従前の解釈論であるはずもないわけですから、こういった制度を新た

に作った場合に、媒体の転換というのが処分権の一つとして読み込めるかどうかというの

は、正に作ってから多分、解釈上問題になる話なのだろうと思いますので、そこのところ

は従前の解釈論なりを見て直ちに分かるものではないということなのだろうと思いますが、

他方で、そういった問題状況の中で、転換という規定を別途設けるということになります

と、やはり転換の規定を別途設けたことによって処分権の枠組みから外れるという解釈に

なるのが自然なのかなという感じは個人的には持っております。 

○箱井委員 船荷証券もそういうふうに理解するのですか。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。転換の規定を入れて、こういった場合には転換できるとい

う定めを別途設けるということになれば、それとは別に処分権という方法で転換ができる

という解釈は採りにくくなるのではないかと個人的に思っております。 

○箱井委員 法律上請求できない形にしてしまったら、処分権としても求められないという、

そういう理解で。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。転換の規定の中で、もちろん合意があればできるわけです

けれども、そこをあえて請求権という形にしなかったということで転換の規律を設けるの

であれば、転換というのはそもそも転換の規定によってやってくださいと、処分権の行使

としてやるものではないという解釈というのがあり得るのかなとは、今、思い付きではあ

るのですけれども、そんな考え方もあるのかなと思っております。 

○箱井委員 私は処分権の一種、それを明示的ないし注意的に書くのだと理解をしておった

のですけれども。ですから、強行法的に禁止されるならともかく、特段処分権行使が禁止

されるというような理解はありませんでした。 

  この分割請求も転換も、特に分割請求の場合は、倉庫営業に関していえば、元々はこれ

は非常に重要な規定ですよね。ただ、限定的にしか使われていないことをどう見るのかの

問題に尽きてきますが、さしあたりフルスペックでやろうというふうな話としますと、や

はり分割についても重要な規定であると考えざるを得ないと思いますし、転換にしても船

荷証券のときと全く同じではないかと思います。電子で発行されても、やはりそれを譲り

受ける者が電子で対応できない場合というのは同じようにあろうかと思いますので、現実

的かどうかは別として、フルスペックできれいにということで議論するのであれば、恐ら

くそういうことになるのではないのかという感想を持っております。 

○藤田部会長 ありがとうございました。 

○池山委員 池山でございます。今の点は少し船荷証券の議論とも関係するので、一応意見

だけは申し上げてよろしいかと思うのですけれども、私は船荷証券における転換の規定の

問題は運送品処分権の問題とは全く違うという理解でおります。運送品処分権というのは、

そもそも運送契約の役務の性質の特殊性に由来するもので、それは時間的にも空間的にも

ということですけれども、あるいは当事者的にもですけれども、本来の当事者である荷送

人又は傭船者とは別に、荷受人という当事者ではない、でも重要な第三者というのが想定

されると、それから場所的にも移っていくと、そういう役務の特殊性に根差して、いって

みれば一定の条件付きで契約の変更請求権を認めるというものなのだろうと思うのです。
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正に条文上も、運送の中止とか荷受人変更その他の処分というのは、正に本来契約で決め

たことを変えていいというわけですよね。それは確かに合理的な理由があって、一番分か

りやすい運送契約である宅急便の運送契約であっても、やはり戻してくださいということ

は言えてしかるべきだと、そういう発想から来ていると。そのことと、この媒体の変更の

問題というのは、正に甲案、乙案、両方対立があるのは理解していますけれども、少なく

とも運送品処分権があるのだから媒体の変換請求権があっていいと、そういう論理的な関

係にはないのだろうと思っております。恐らく法務省の渡辺幹事もほぼ同じような趣旨を

おっしゃったのではないかというのが私の理解です。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。 

○箱井委員 箱井です。そうしますと、媒体の変換と、例えば証券の種別の変更、書換えと

いうのとは全然意味が違うと、そういう理解でしょうか。 

○池山委員 ええ。意味が違った上で、甲案、乙案の対立がどちらがいいかと、これはまた

別個考えなければいけない問題だと、そういう整理なのだと思うのです。それは今日の議

題ではないと思うのですけれども。 

○箱井委員 私には理解できないのですけれども。 

○池山委員 逆に処分権の一種だと性質決定をすると、当然。 

○箱井委員 契約の変更とおっしゃいましたよね。正に記名証券で出してもらったものを、

やはり指図証券に変更してくださいということとか、運送品の返還もそうですし、例えば

生動物であれば餌やり方法の変更など、要するに契約内容の変更を広く処分権だと理解し

ておりますので、転換も特に規定がなければ、船荷証券の場合には処分権の範囲内で転換

請求するということになるのだろうとは思っているのですけれども。 

○池山委員 再度、池山でございます。恐らくそういう整理をされると多分、処分権という

言葉の定義あるいは利用法が先生と私とでずれていて、実質はそれほど変わらないだろう

と思うのです。私が申し上げたかったのは、少なくとも商法５８０条で想定している、そ

の運送品処分権、条文の表現だと、荷送人による運送の中止等の請求権とは、今回の媒体

の変更の議論とは違うのではないかという、逆にそれ以上でもそれ以下でもないです。 

○箱井委員 規定がなければ請求できるのではないですか、やはり処分権として。 

○藤田部会長 規定がなかった場合ではなくて、少なくとも転換の規定を置いてしまうとも

っぱらそれでいく、運送品処分権によって紙の船荷証券を求めたりすることは想定されて

いないというのが、事務当局のご説明ですね。 

○箱井委員 そうすると、書き方次第かもしれませんが、処分権を制約するような強行法的

な性質に当然になると、そういった解釈があり得るのだなと、先ほど御紹介いただいて認

識しました。そこまでは考えていなかったものですから、勉強になりました。 

○池山委員 分かりました。いずれにしろ、多分今日の議題としてこれ以上話すのは適切で

はないと思うのですけれども、箱井委員の問題意識は非常によく分かったので、またこち

らでも検討させていただきたいと思います。ありがとうございます。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。一応、事務当局の現時点での整理ということを申し上げさ

せていただきますと、媒体の転換の規定は、まず、置くというのが一つの前提でございま

す。媒体の転換の規定について、これが処分権の範囲外ということであれば、もちろんそ

の規定に従うということになると思いますし、仮に処分権の一内容であるというような解
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釈が前提にあったとしても、転換の規定を別途置けば、基本それに従って、その要件を満

たさないものが後で拾われるということはなくなるというような整理を申し上げたという

ところでございまして、前提となる解釈についてどちらの結論をとったとしても、転換の

規定の中で全て決着を付けるという形でいいのではないかと思っているというのが事務当

局の現時点での整理でございます。 

○池山委員 ありがとうございます。 

○箱井委員 箱井です。先ほどの藤田先生の御発言を受けて、私の理解を確認しようと思っ

たのですけれども、もしかして私が誤解したのかもしれません。規定がどうなるかにかか

わらず、取引的には運送人側が対応されるかのようなお話が先ほどあったかなと思いまし

て、それをどう理解したらいいのかということだったのですが。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。失礼しました。先ほど私の方から、仮に転換請求権という

ものを認めなくても、事情が事情ならば事実上対応するのではないかというようなことを

申し上げたのは、それは現実問題として、行った先の国で、もう紙でないと駄目だという

ことになったときに、運送人が拒否をするのかというと、それは恐らく拒否はしないので

はないかと、そういうことからすると、紙への転換請求権というものが実際に必要になっ

てくる場面というのはほとんどないかもしれないと、そういったところで権利性までは認

めなくてもいいのではないかという御議論があったということを紹介したというところで

ございます。 

○箱井委員 箱井です。ですから、その場面で処分権で別途可能となれば、これは結局は転

換してもらえるわけですけれども、事務当局の御理解ですと、これは運送人が転換を拒否

できるということになってくるということですか。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。先ほどの事務当局の整理を前提にすると、転換請求権とい

う形では認めないということにした場合には、恐らく処分権の行使としてそれを別途でき

るということにはならないのではないかという整理ですので、拒否ができるということに

はなろうかと思います。ただ、従前の御議論の中でも出てきたお話としては、そういった

形で本当に不当な場面で拒否をするような場合ですと、それはそれで何らかの義務違反に

問われたりする可能性というのは別途、一般条項等から導かれるということはあり得るの

だろうとは思いますので、そういったところで転換請求権までを認めるかどうかというと

ころの御議論があったのではないかと、このような理解でございます。 

○箱井委員 ありがとうございました。処分権を前提にみれば、どちらでもよいといったら

何ですけれども、何を原則とみるかの形式的な規定なのかと思っていましたら、そうでは

なく非常に重要な規定だということが分かりました。ありがとうございました。 

○藤田部会長 ありがとうございました。 

  ちなみに、転換の規定を明示的に置いた場合の整理ですが、電子的な船荷証券の規定を

含んでおり、かつ転換についても明示的に定めているロッテルダム・ルールズの整理は、

条約１０条で転換――紙から電子へ、電子から紙への転換――の規定が置かれていて、そ

れと別に５０条という条文が運送品処分権を規定しています。そして、これらはオーバー

ラップしない内容で、５０条の運送品処分権に基づいて変更請求権として請求できたると

いう考え方は採られておりません。１０条の要件を満たさない媒体の変更は認められない

と整理をしておりまして、今の事務当局の説明は、それと全く同じような形で日本法の法
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制を作ろうとするものだと思います。何もない状態で運送品処分権の規定に何が含まれて

いるか議論しているのではなくて、規定を置いた後の整理としてそうなるだろうという前

提です。したがってその限りで、この転換の規定というのは、倉荷証券の場合にどれだけ

意味があるか分かりませんが、船荷証券においてはいろいろ実質を持つ議論であることを

前提に、今後の議論をしていただければと思います。 

  意外に船荷証券の方に話が跳ね返ってしまいましたが、倉庫の場合に戻りますと、こち

らでは転換ということは余り想定しなくていいということでしょうか。電子版で出してく

れと言った後、紙の倉荷証券にしてほしいといったときに、それを権利として保障しなけ

ればいけないか否かということを真剣に議論するだけのニーズというのはそもそもないと

いうことでしょうか。 

○箱井委員 箱井です。フルスペックにするかどうかということですね、結局フルスペック

で行くなら、先物のこのケースだけでなく考えると、分割請求も非常に重要な規定だと思

いますし、転換でも船荷証券と同じように、やはり譲受人次第では困ることがあるのでは

ないかという点は考えなければならないように思うのですけれども。 

○藤田部会長 船荷証券についても結論はまだ出ていなくて、いずれの方向も同意を原則と

して必要とするというのが、むしろこれまで原則的な案だったような記憶もあるのですけ

れども、船荷証券の法制に合わせるということでいいのか、何か固有の事情を反映して違

いがあるかというのが、今日の議題だと思うのです。フルスペックというか、両方規定を

置くのは間違いないのですけれども、いずれか、倉荷証券と船荷証券とで何か違いがある

でしょうか、それとも単純に合わせればいいというだけでしょうか。 

  笹岡幹事、この点に関してでしょうか。 

○笹岡幹事 はい。笹岡です。一度すでに議論したところかと思いますが、転換請求権か転

換義務かという話は、転換の費用をどちらが負担するかという問題と関連していたと思い

ます。処分権という構成にすると、元々定まった法律関係を修正してほしいという側が費

用を負担する。これは、先ほどの分割と同じような構成になるのかと思いますけれども、

費用はその請求者側が負担するのだということになります。もう一方で、本来紙で発行す

べきものを電子に転換しているとすると、元の紙に替えてほしいという趣旨での転換請求

権となり、どちらが転換の費用を負担すべきかはすぐには決まりません。これが弁済費用

だとすると、それは倉庫業者であったり運送人側が費用負担すべきだという解釈論につな

がるのではないかと。いずれにしてもこの文脈で処分権の話が出てきたわけです。転換請

求権に関する規定がなくても運送品処分権の行使として転換を請求できるという議論はし

ておりませんでしたし、私自身もそのような結果にはならないのではないかと思っていま

す。事務当局の御説明のとおり、転換の規定ができれば、転換の規定に従って請求をして、

それは性質的には処分権に相当するので、費用は請求者側が負担すべきだという解釈論に

つながっていくという形で処理される、という方向もあるというだけで、それが絶対とい

うわけではなく、そういう解釈もあるのではないかと。 

○藤田部会長 ありがとうございました。 

  そのほか、この論点でも結構ですし、ほかの論点でも結構ですが、御意見はございます

でしょうか。 

  事務当局から特に確認したい点は、今の２点でよろしいでしょうか。 
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  特にほかに意見はございませんでしょうか。 

○箱井委員 箱井です。今の船荷証券の場合と倉荷証券の場合、変える必要があるのかどう

かというところの個人的な意見なのですけれども、現に使われていないということをどれ

だけ考慮するかは別ですけれども、ここは特に別なものとして扱う積極的理由はないよう

に思いますし、むしろ同じだということを前提に議論していった方がよいのではないかと

個人的には思っております。 

○藤田部会長 どうもありがとうございました。そうするとなおのこと、今後、中間試案の

後の議論において、船荷証券に関して、先ほどの事務当局の整理を前提に、転換の規定の

内容について改めて慎重に検討していただければと思います。 

  そのほか、どの点でも御意見、御質問はございますでしょうか。予定よりかなり早い進

行なのですけれども、よろしいでしょうか。 

  ほかにもし御意見がないようでしたら、本日の審議はこの辺りまでにさせていただけれ

ばと思います。 

  それでは、次回の議事日程等について事務当局から御説明をお願いいたします。 

○渡辺幹事 渡辺でございます。本日はどうもありがとうございました。 

  次回の第１０回の部会は、令和５年５月３１日水曜日、午後１時３０分から午後５時３

０分まで、場所は法務省地下１階の大会議室を予定してございます。 

  ６月以降の部会の日程につきましては、現在、法務省内部で調整中でございますので、

決まり次第、正式なアナウンスをさせていただきたいと存じますので、いましばらくお待

ちいただければ幸いに存じます。 

  既に御案内かと存じますが、船荷証券に関する規定等の見直しに関する中間試案につき

ましては、先月３１日に無事パブリック・コメントに付すことができまして、来月１２日

まで意見を公募することといたしております。次回の第１０回部会におきましては、この

パブリック・コメントの結果等も踏まえた審議をすることができればと考えてございます。 

  事務当局からの説明は以上でございます。 

○藤田部会長 それでは、法制審議会商法（船荷証券等関係）部会の第９回会議を閉会にさ

せていただきます。 

  本日は熱心な御審議を頂きましてありがとうございました。 

－了－ 


